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平成 29年 (ネ )第 2066号  地位確認等請求控訴事件
控 訴 人  村 上 定 幸
被控訴人  宗教法人日本フリーメソジスト教団 外■名

準 備 書 面 鱚)

平成 30年 5月 2日

大阪高等裁判所 第 1民事部D係 御中

被控訴人 ら訴訟代理人

弁護士  井  上

弁護士

弁護士

1 民法651条の適用について

任)控訴人と被控訴人教団との間の法律関係は、準委任契約であるところ (以
下、「本件準委任契約Jという。)、 民法656条が準用する同法 651条 1
項は、委任契約は各当事者がいつでもその解除をすることができると定めてい

る。

もつとも、判例では、同条は、受任者が委任者の利益のためにのみ事務を処

理する場合に適用されるものであり、その事務の処理が委任者のためのみなら

ず受任者の利益をも目的とするときは委任者は同条により委任を解除すること
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はできず、ただし、受任者が著 しく不誠実な行動に出た等ゃむを得ない事由が
あるときは、同条により委任契約を解除することができると解釈 している (大
審院大正 9年 4月 24日判決、最判昭和 43年 9月 20日 判決)。
(a そこで、本件についてみるに、控訴人は、被控訴人教団の教師たる地位にあ
り、被控訴人教会の教会担当教師としての事務を委任され″ていたが、被控訴人
教団は、 「福音主義キリス ト教の信仰に基づいて、広くキリス トの福音を伝
え、人々をして救いの恵みにあずからせ、儀式行事を行い、信者を教化育成す
ることを目的Jと する宗教法人であり (甲 1の第 3条参照)、 教会担当教師
は、その目的のために、もっばら特定の教会で布教活動や儀式行事、信者の教
イヒ等の活動を行 うものであり、その性質は奉仕活動であって、無償で行われる
べき性格のものである。

また、上記大審院及び最高裁の事業は、受任者が委任者に対 して債務を負っ
てお
η、委仕事務の対価をその債務の弁済にあてるとする契約内容になってい
たため、受任者の利益をも目的としてぃなと判断されているが、本件において
はそのような事情も全くないのである。

したがつて、本件準委任契約は、控訴人の利益をも目的とするものではな
い .

鱚)仮に、本件準委任契約が、控訴人の利益をも目的とするものであると判断さ
れうるとしても、本件においては民法651条により解除することができる。
すなわち、控訴人は、キリス ト教の布教や信徒の2・fとをすべき教会担当教師
という地位にありながら、被控訴人教会の信徒代議員の襟首を相んで罵声を浴
びせたり、会堂建築にかかる請負代金を強硬に値引きさせたりするなど、およ
そ教会担当教師としてふさゎしくない言動をとったのみならず、その後も、任
地指定委員会の本田委員からの信徒と和角享するようにとの説得にも応じず、和
解を拒絶したのであり、被控訴人教団の上記目的に照らしても、控訴人のこれ
らの言動は著しく不誠実なものであると言わざるを得ず、上記判例のいう「や
むを得ない事由」が存在するのである。
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141 なお、本件準委任契約の解除 (教会担当教師の解任)及び巡口教師への任命
にあたっては、被控訴人らの平成 30年 1月 12日 付準備書面に)及び同年 2月
28日 付準備書面121で主張したとぉ り、控訴人の承諾を得ているのであるか
ら、.民法651条によらなくとも、本件準委任契約の解除は有効である。

2 控訴人への援助金の支払いについて
被控訴人教団は、控訴人に対して、2年間、月 13万円の経済的援助を行つた
が、その支払日、支払方法、支払名日、金額は別紙のとおりである。
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村上定幸氏・生活支援金 支払い一覧表

支払日 支払方法 支払名目 金瓢 円 )
平成27年 4月 17日 三井住友銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 100,000
平成27年 4月 17日 三井住友銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 30,000
平成27年 5月 18日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金績立金会計・生活支援金 130,00C
平成27年 6月 18日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130,00C
平成27年 7月 16日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 100:00C
平成27年3月 17日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130,000
平成27年 9月 17日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計:生活支援金 1301000

平成27年 10月 15日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 1308°00
平成27年 11月 17日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130.000

平成27年 12月 15日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計 L生活支援金 130,00ロ

平成28年 1月 18日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130100C

平成28年 2月 18日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計 ,生活支援金 130=00C

平成23年 3月 10日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活貴経金 130100C

平成28年4月 14日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計 B生活支援金 1301000

平成28年5月 18日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計と生活支援金 130)00C

平成28年6月 10日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計 L生活支援金 130,00C

平成28年 7月 14日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130,000

平成23年8月 18日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計口生活支援金 130.000

平成28年9月 14日 ゆうちよ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130100(

平成28年10月 17日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130′00C

平成28年 11月 17日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計 r生活支援金 130100C

平成23年 12月 16日 ゆうちよ銀行から槻込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 130100C

平成29年 1月 16日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会計・生活支援金 1303000

平成29年 2月 16日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立全会計・生活支援金 130,000

平成29年 3月 16日 ゆうちょ銀行から振込み 厚生資金積立金会rf口生活支援金 130,000
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